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日本政策金融公庫  営業時間：平日9:00～17:00 

以下の窓口で、ウクライナ情勢や原油価格高騰などにより影響を受けた中小 

企業・小規模事業者や農林漁業者等の融資や返済に関する相談を受付しています。 

 浦和支店  国民生活事業  0570 - 015295 

 熊谷支店  国民生活事業  0570 - 015958 

 さいたま支店 
 中小企業事業  048 - 643 - 8320 

 国民生活事業  0570 - 017202 

 川越支店  国民生活事業  0570 - 017448 

 越谷支店  国民生活事業  0570 - 017686 

日本貿易振興機構ジェトロ 

営業時間：平日9:00～12:00・13:00～17:00 

  ウクライナ情勢の緊迫化により、同国および周辺国でビジネスを展開する日本の 

中小企業に対する相談窓口です。 

 埼玉事務所 

ウクライナ等 
ビジネス相談窓口 

 048 - 650 - 2522 

さいたま市大宮区桜木町１-７-５  
ソニックシティビルB１F 

埼玉県よろず支援拠点 

対応時間：平日9:00~12:00・13:00~17:00 

経済産業省・中小企業庁が、全国47都道府県に設置する経営なんでも相談所です。

県内中小企業・小規模事業者を対象とした資金繰り等の相談を受付しています。 

 連絡先  0120 - 973 - 248 

 



 

 

  

 

 

県立熊谷図書館で読める各種新聞 

    日刊紙‐朝日・埼玉・日経・毎日・読売 など… 

 『日経産業新聞』：各種産業・企業情報に特化した新聞。 

    (月)～(金)刊行。「ウクライナ侵攻」という特集記事があります。 

 『日本農業新聞』：農業専門紙。毎日刊行。 

    原油価格高騰とそれに対する農業技術の記事があります。 

 

各国の基本情報がわかる図書 

     シリーズ『ARCレポート 経済・貿易・産業報告書』 

                  （ARC国別情勢研究会） 

      ：国ごとに、経済・貿易等の情報を1冊にまとめた 

       図書のシリーズです。ビジネス支援室にあります。 

 

おうちで見られるインターネット情報 

     《ウクライナ情勢に係る各国・地域の見方 

  ‐日本貿易振興機構ジェトロ》 

https://www.jetro.go.jp/biznews/feature/ukraine2022.html 
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